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直近判例にみるLGBTQへの
企業に求められる対応

寺島戦略社会保険労務士事務所 所長 寺島 有紀
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多様な人材によるイノベーションの創出
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はじめに
DE＆IとしてのLGBTQ

➢ LGBTQへの対応は、近年注目が高まっているダイバーシティー&インクルージョン（DE＆I）の一環と
して考えることが適切でしょう。

➢ LGBTQ単体で対応を考えるより、「多様性を認め合い、尊重し、一人ひとりが能力を発揮し活躍で
きるための取り組み」と大枠で捉えましょう。

ダイバーシティ&インクルージョンの推進
（DE＆I）

➢ ダイバーシティ&インクルージョンが注目される理由

先進的な取
り組みを進め
る企業として
のメッセージ
発信・ブラン
ド価値向上

幅広いプー
ルからの
人材獲得と
退職の抑制

人権侵害による訴訟等のリスク回避

女性活躍 国籍 高年齢 LGBTQ障害・病気
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DE＆I 2.0

DE＆I 1.0
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LGBTQの進化（深化）

➢ LGBTQを含むDE&Iは「差別的な言動をしない」だけではなく、そこから一歩踏み込んで「マイノリ
ティーをほかの従業員同様に尊重し、快適に働くことができる環境をつくる」ことが求められています。

➢ 多様性や違いを認める
• マイノリティの差別をしない
• マイノリティに対して誹謗・中傷を行わないなど

DE＆I 1.0

➢ 一人ひとりの意見を尊重し、他の社員同様に快適に働くことができる組織風土・
環境を整備する
• 性別を問わないトイレ等、職場環境の整備*1

• LGBTQの社員に向けた社内相談窓口の設置など

DE＆I 2.0

*1_いかなる場合もトイレの整備が必要なわけではありませんが、周りへの配慮を過度に意識し本人の不利益を軽視し
ないよう留意しましょう。（詳しくはP5ご参照）
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LGBTQの判例
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経済産業省事件
最高裁三小 令 5. 7.11

➢ 経産省勤務のトランスジェンダー女性（生物学的な性別が男性）に対し、庁舎内の

女性用トイレの使用を一部制限していた対応は許されないものと判断された事件
概要

➢ 女性は性同一障害の診断を受けており、2010年頃には血中の男性ホルモン量が基

準値を大きく下回り性衝動に基づく性暴力の可能性が低い旨の医師の診断を受ける

➢ 2009年頃、経産省に対し女性の服装での勤務や女性トイレの使用の要望を伝える

➢ 2010年、本人の了承を得て所属部署の職員に対し対応方針に関する説明会を実

施したが、トイレの使用については数名の職員が違和感を抱いているようにみえたため
職務階より2つ上の女性トイレの使用を許可

事実関係
整理

• 下記の3点より、他職員への配慮を過度に重視し、当該女性の不利益を軽視するものと判断

1. トイレ制限により相応の不利益を受けている

2. 女性ホルモンの投与により性暴力の可能性は低い医師の診断を受けており、実質、執務階か
ら離れた女性トイレの使用によるトラブルは生じていない

3. 執務階のトイレを使用することについて明確に異を唱えた職員はいなかった

➢ 判断
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アウティング後の精神疾患が
労災認定された事例

➢ 保険代理店勤務の男性が職場で同意なく性的指向を暴露される「アウティング」を受

けたあと、精神疾患を発症したことについて労基署から労災として認定された事例
概要

➢ 同性愛者の男性は保険代理店に入社した際、緊急連絡先登録のため、必要のある

者に限って伝えることを条件に、同居する同性パートナーの存在を会社側に伝える

➢ 入社1か月後に上司がパート従業員に対し、男性の同意がないまま性的指向を暴露

➢ 上司は「自分で言うのは恥ずかしいと思ったから言っておいた。１人ぐらいいいでしょ」と

男性に説明

➢ 男性はその後、精神疾患を発症し、２年後に退社

事実関係
整理

• 男性は労働基準監督署に労災の申請を行っていたが、精神疾患はアウティングによるものでパワーハ
ラスメントと認められるとして2023年３月に労災と認定

➢ 判断
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淀川交通事件
大阪地裁 令 2. 7.20

➢ 性同一性障害者であることを明らかにしてタクシー会社の乗務員として採用されたトラ

ンスジェンダー女性が、「化粧が濃いこと」等を理由に会社からタクシー乗務を拒否され
たことについて、就労拒否に必要性も合理性もなく、民法に基づき賃金100％の支払

いを命じた事件

概要

➢ トランスジェンダー女性は性同一性障害の診断を受けておりタクシー乗務員として勤務

➢ 社会生活全般を女性として過ごしており、タクシー乗務員として勤務中も顔に化粧を
施していた

➢ 会社は乗客に不快感を与えてはならず、その快・不快は乗客の側が決めるから、許容

される化粧の程度は“ナチュラルメイク”であるなどと主張し、タクシーへの乗務を拒否

事実関係
整理

• 下記の点により、当該女性の化粧を認める必要性があると判断

1. 会社の身だしなみ規定は無制限に許容されるものではなく必要性と合理性が求められる

2. 他の女性社員には化粧を許容しており、身だしなみ規定違反への該当は慎重な判断が必要

3. 性同一性障害を抱えている場合、外見を自認の性別に近づけることは自然かつ当然の欲求

4. 会社が性の多様性を尊重する態度をとっても乗客が減少し不利益を被るとは限らない

➢ 判断
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企業に求められる対応
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判例から読み取れる
現代におけるLGBTQへの対応

➢ LGBTQであることを理由に差別をしないことはもとより、一切の先入観を排除し当事者および周囲の
従業員の意見双方を尊重しつつ、環境の整備と配慮を行うことが求められます。

• LGBTQであることを理由に差別（採用拒否、評価・昇格などで差をつける等）をしない
• 誹謗中傷を行わない（気持ち悪いというなど）
• 差別や誹謗中傷があれば会社として厳格に対処する
• 同意なくアウティングをしない

• 本人の働き方の要望（トイレ、更衣室の活用や従業員への周知の有無など）を確認する
• 周囲のメンバーの意見と同様に本人の意見を尊重し、配慮する

➢ 不利益な取り扱いをしないことは当然

➢ 個を尊重し、配慮することでLGBTQを含めた全員が快適に働けるようにする
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企業が取り組むことができる
項目

➢ トップメッセージやセミナーなどは、マスでの効果が狙えます。
➢ 効果が高く労力（会社の負担）が少ないものから順番に取り組みましょう。

効果大効果小

労力大

労力小

相談窓口の設置

社内セミナーの実施

人事規程の改定

トップメッセージ

トイレなど環境整備

福利厚生の整備

採用活動での配慮

社内ネットワークづくり
取り組みの順序



Copyright 🄫2024 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 11

取り組み事例（1/4）

ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
周
知
や

推
進
体
制
づ
く
り

（
ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ
）

➢ 多様な人材を受けいれ活躍できる企業づくりを推進するための方針を策定

➢ 会社から（できれば影響力が大きいトップメッセージとして）周知
To Do

➢ 作成にあたり、職域・部署・キャリア等、立場を異にすメンバーに参加してもらうことで、作
成の過程でも学びと気づきを得る

➢ 紛争に発展する可能性のある場面に直面した際の行動指針となるようなものとする

➢ ポリシーの体現を人事制度（評価項目など）に組み入れることでより身近なものにするこ
とも一案

ポイント

➢ ダイバーシティポリシーの一例

○○社 ダイバーシティ・ポリシー

当社は性別、性的指向・性自認、年齢、国籍、障害、育児・介護など多様なバッ
クグラウンドを持つ社員を尊重し、その能力と可能性を最大限に活かすことで企業
価値向上の実現に努めます。
ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョンを積極的に推進する取り組みとして、x月
より下記の取り組みを行います。

個々の社員を尊重し
大切にするメッセージ

具体的に取り組みも示
すとよりよいでしょう
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取り組み事例（2/4）

相
談
窓
口
の
設
置

➢ 相談窓口を設置する（担当者、連絡先の周知）

➢ 対応マニュアルおよび事案ごとのエスカレーションプロセスを整備する
To Do

➢ 相談窓口の担当者には事前に基礎知識や実際のトラブル事例を学習してもらう
（LGBTQの定義を理解する）

➢ 相談窓口の担当者は立場に立った話し方、声の掛け方も習得しておく

➢ ただ窓口を設置するだけでなく対応マニュアルを整備し、どの程度の事案であればどのよう
に対応（どこまでエスカレーションするか含め）を規定しておく

ポイント

社
内
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

➢ 会社の対応（どのようなサポート制度があるか含め）、周囲の人の留意点、困った際の
対応方法など社内で研修を実施

To Do

➢ 会社、本人、周囲のメンバーの立場から、各々がどういった点に留意すればよいのか、また
困った（事案に直面した）際はどのように対応するのか具体的に示す

➢ 知らないうちにアンコンシャスバイアスがかかっている事例も含め、ケース事例として例示す
る（より身近に考えられるようになる）

ポイント
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取り組み事例（3/4）

人
事
規
程
の
改
定

➢ ハラスメントの防止（懲戒規定への追加）、家族（扶養）手当、特別（慶弔休暇）、
育児・介護休業上の同性パートナーへの取り扱い、退職金などの受け取り遺族など、取
り扱いを規定に明文化

To Do

➢ LGBTQへの配慮は行いつつ、申請すればなんでも認めるルールとならないよう、適宜同
居している証明（住民票など）を求める規定とする

➢ 市区町村で発行するパートナーシップ証明書の写しを求めることも考えられる（パート
ナーシップ証明についてはスライド19を参照）

ポイント

➢ 規程の一例

第〇条

会社は別表〇のとおり慶弔休暇を付与する。
前項における配偶者には、(婚姻の届出をしていなくても事実婚と同様の関係にあ
る者〔戸籍上の性別が異性か同性かを問わない）を含む。



Copyright 🄫2024 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 14

取り組み事例（4/4）

ト
イ
レ
な
ど
環
境
の
整
備

➢ 男女共用で活用できるトイレや更衣室の設置などTo Do

➢ 手術をしているかどうか、戸籍上の性別を変更しているかどうかにかかわらず、トランスジェン
ダーの性自認を尊重した対応を原則とする

➢ 周囲への配慮をする場合、抽象的・概念的な懸念で判断せず、本人および周囲の人*

に意見を聴き実際に確認できた意見をもとに対応を検討する

*周囲の人の意見確認は本人同意を得て進めるようご留意ください

ポイント

個室の数を増やす、男性用トイ
レにも擬音装置やサニタリーボッ
クスを設置するなどの対応も

LGBTQポリシーやダイバーシティ・ポリシーを作成し、
その中で、「当社では、自認する性別でのトイレの利
用を認めます」と宣言することで、社内にトランスジェン
ダーがいるかどうかを明かさず運用することが可能です。



Copyright 🄫2024 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 15

LGBTQの入社があった場合

➢ LGBTQの方の入社があった場合は情報を取得した場合のフローを整備しておきましょう。
➢ 情報を取り扱う場合は、限られた人事担当者だけが取り扱う旨を明記した情報管理規程などの整

備をしておきましょう。

本人からの申告 自身が性同一性障害である旨の申告

確認事項を
ヒアリング

通称名、部署（周囲）への報告、服装、更衣室・トイレの使用に関する要望が
あれば確認

関係部署に連携
対応

情報管理規程に沿って本人同意の範囲で部署に連携し配慮措置実施
情報情報管理規程に従い情報を適切に管理

*担当者には事前に差別的発言やアウティングの禁止について教育しておく

➢ 会社へ報告があった際のプロセスの一例

証明書の取得
（任意）

（本人から提出があれば）自治体のパートナーシップ制度など証明書の取得
*本人が自ら提出する書類があれば受領します。診断書などの要求は控えましょう。※慶弔制度適用等会社

が提供する福利厚生等の適用にあたっては会社から求める合理性があります。
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Appendix
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参考情報（1/3）

➢ Lesbian（レズビアン、女性同性愛者）、Gay（ゲイ、男性同性愛者）、
Bisexual（バイセクシュアル、両性愛者）、Transgender（トランスジェンダー、
性自認が出生時に割り当てられた性別とは異なる人）、Questioning（クエス
チョニング、自らの性のあり方について、特定の枠に属さない人、わからない人）

LGBTQとは

➢ 家庭裁判所は次の1から6までの要件のいずれにも該当する者について、性別の
取扱いの変更の審判をすることができます。

1. 二人以上の医師により，性同一性障害であることが診断されていること
2. 18歳以上であること
3. 現に婚姻をしていないこと
4. 現に未成年の子がいないこと
5. 生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあること
6. 他の性別の性器の部分に近似する外観を備えていること

※ 令和5年10月25日付け最高裁判所大法廷決定において，5の要件は憲法
13条に違反し無効であるとの判断が示されています。

戸籍上の性別変
更要件

手術要件
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参考情報（2/3）

➢ 福利厚生に関する個別の取り組みの実施状況(複数回答)*1

区 分 規模計*2 1,000人
以上

100〜
999人

99人以下

合 計 (242) 
100.0

(119) 
100.0

( 77) 
100.0

( 45) 
100.0

慶弔休暇の同性パートナーへの適用あり
家族手当の同性パートナーへの適用あり

16.1
8.7

21.8
13.4

11.7
5.2

8.9
2.2

(取り組みを)実施していない 82.6 76.5 87.0 91.1

*1_厚生労働省「令和元年度 厚生労働省委託事業 職場におけるダイバーシティ推進事業 報告書」 
*2_規模計は従業員数が不明の企業を含む集計値

➢ 職場におけるカミングアウトの状況*1

シスジェンダーのレズビアン 8.6%

シスジェンダーのゲイ 5.9%

シスジェンダーのバイセクシュアル 7.3%

トランスジェンダー 15.8%

その他 5.0%

トランスジェンダーは困りごとが顕在化
しやすく、本心としては望まないながら
もカミングアウトせざるを得なかった可

能性もあり
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参考情報（3/3）

➢ 自治体のパートナーシップ証明書について

➢ 民間団体のパートナーシップ証明書について

➢ 現在の法制度上、いずれも法的な効力は無く、あくまでも「自治体が当事者を
応援するために出している書類」という位置づけ

➢ 慶弔制度等の適用にあたって、根拠資料として取得することは考えられる
➢ 通常、発行にあたり「現に婚姻をしておらず、かつ、現に当該パートナーシップ関

係の相手方以外の者とパートナーシップ関係にない」等要件も確認される

自治体が発行す
るパートナーシッ
プ証明書

➢ 自治体でなく、民間団体がパートナーシップ証明書を発行していることもある
➢ 法的な「証明書の発行要件」は決まっていないため、必ずしも自治体の基準に

沿った証明であるとは限らない（簡単に発行できると証明書の信憑性に疑義が生じる
場合もあるため、発行要件は会社側で確認することがお勧めです）

民間団体が発行
するパートナー
シップ証明書

【参考】

東京都パートナーシップ宣誓制度
https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/10jink
en/sesaku/sonchou/partnership.html
大阪府パートナーシップ宣誓証明制度
https://www.pref.osaka.lg.jp/jinken/sogi_part
nership/index.html

※都道府県、市区町村、様々な単位で実施があります。

https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/10jinken/sesaku/sonchou/partnership.html
https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/10jinken/sesaku/sonchou/partnership.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/jinken/sogi_partnership/index.html
https://www.pref.osaka.lg.jp/jinken/sogi_partnership/index.html
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